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平成　　年　　月　　日
公益財団法人富山県新世紀産業機構　
理事長　山崎　康至　　殿
                              　所在地
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       印
平成　　年度高度ものづくり人材正社員確保支援事業費補助金交付申請書
　標記の補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、高度ものづくり人材正社員確保支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
記
　１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
　２　補助事業の実施計画（別紙１）
３　補助事業の経費配分及び収支予算（別紙２）
　４　その他関係書類
新規雇用者の履歴書の写し
（別紙１）
補助事業の実施計画
１　新規雇用予定者
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間（予定）
	　平成　　年　　月　　日（　）～平成　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	新分野事業の内容
	

	高度人材として評価した
経験・能力
	

	
	※中堅企業においては、修士課程修了以上の者であることが必要です。

	新規雇用者の
確保方法
 (該当項目の□を■にしてください。)
	□　人材紹介会社を利用（会社名　　　　　　　　　　）
□　ハローワークを利用
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	月額給与
	基本給
	
	円
	（手当内訳）


	
	諸手当
	
	円
	


２　補助事業となるための要件確認（該当項目の□を■にしてください。）
…原則、すべて該当することが必要です。
	□　当事業による補助対象経費について、国や県等から他の補助金を受けておらず、また受ける予定はない
□　新規雇用予定者は、富山県内の事業所において業務に従事する
□　新規雇用予定者について、当交付申請を行う日の前日から過去３年間に雇用関係、出向、派遣又は請負により就労したことがある者を再び雇い入れるものではない
□　資本関係を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるものではない
□　県内に主たる事業所を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるもの
ではない
□　県内の事業所において雇用されている者を雇い入れるものではない
□　新規学卒者（外国人留学生を除く。）ではない
※中堅企業においては、修士課程修了見込みの者を対象とすることも可能です。



３　補助事業の実施に伴う雇用創出効果（予定）
　　…補助事業の実施（高度ものづくり人材正社員の確保）に伴い（又は関連して）、雇用創出や正規社員化が見込まれる場合は、記載してください。
	　① 求職者から正規雇用へ
	
	人

	　② 非正規雇用から正規雇用へ
	
	人


注意１：「求職から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用する求職者数
注意２：「非正規雇用から正規雇用へ」とは、補助事業の実施に関連して、既存の非正規社員を正規雇用化する人数
（別紙２）
事業経費の配分及び収支予算
１　補助事業に要する経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	合　　　　計
	
	(Ｂ)
	
	(Ｃ)
	
	


注意：補助金交付申請額(Ｃ)は、補助対象経費(Ｂ)に補助率を乗じて得た額。
　　　ただし、200万円を超えないものとし、1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨て
　　　るものとする。
２　補助事業に係る収支予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	(Ｄ)
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要する経費等の補助金交付申請額(Ｃ)と補助事業に係る収支予算の補助
金額(Ｄ)は一致するものであること。
（参考）次年度に要する経費等（見込）　　　　　　　　　　　　　　 （単位:円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金所要額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	合　　　　計
	
	
	(Ｅ)
	
	


注意：事業実施期間が次年度に跨ぐ場合に限る。次年度補助金所要額(Ｅ)は、補助金交付申請額(Ｃ)と合わせて200万円を超えないものとする。
